
平成21年度行政改革推進計画の改定内容と改定理由

中目標 大目標
重点取組 重点取組

具体的な取組項目 具体的な取組項目
・業務改善に取り組んだ課等の
数：全課・グループ
・次年度の予算編成時に見直しを
行う事務事業数：全事務事業
・当該年度も目標を達成する事務
事業：全事務事業
・市政運営等に対するクレームに
関する対策や予防策を講じていな
い件数：0件

―

―

1
職員提案制度を継続するとともに、組
織目標を踏まえたISO9001に基づく業
務改善活動を全庁的に実施します

※重点取組2に移動 ― 職員提案制度は、職員の意識高揚や資質向
上を主目的とする取組ではなく、業務改善の
取組と位置付け、重点取組２へ移行する。 行革推進課

2
目標管理型の人事考課を管理職以外
の職員の処遇に反映します

1
人材育成 目標管理型の人事考課を実
施し、職員の資質を向上します 管理職
以外の 職員の処遇に反映します

21年度中に現行の人事考課制度
の見直しを完了させる（22年4月か
らの運用を目指す）。

制度の本格実施(管理職以外の職
員に反映）

個人目標の設定は、業務の一部のみの評価で
あり適正な評価につながらないなどの課題を
踏まえ、20年度から業績評価と能力評価の充
実を図り、人材育成型へと見直したことから、計
画を変更するもの。
目標の「職員の処遇に反映」は工程であるため
目標から削除し、工程で管理する。

人事課

3
職責に応じた知識や技術を習得させる
よう、研修計画を充実します

人事課

4
業務改善を自発的に行うような体質と
なるよう、職員を市役所以外の様々な
職場に積極的に派遣します

人事課

5
市の組織運営の強みと弱み、職員の仕
事に対する意欲を抑制する要因等を
把握し、的確な改善策を企画して取り
組みます

3
市の組織運営の強みと弱み、職員の仕
事に対する意欲を抑制する要因等を把
握し、的確な改善策を企画して取り組
みます

実施

人事課

―

6
すべての事務事業の執行について、
目標の設定、管理様式の統一、定期的
な進捗点検、成果測定などを行い、
PDCAサイクルを定着させます

4
組織目標及びすべての事務事業の執
行について、目標の設定、管理様式の
統一、定期的な進捗点検、成果測定な
どを行い、PDCAサイクルを定着させま
す

実施 ・事務事業のレベルにとどまらず、組織目標に
関してもＰＤＣＡサイクルを定着させるため、取
組に明記する。

行革推進課

5
職員提案制度を継続するとともに、組
織目標を踏まえたISO9001に基づく業
務改善活動を全庁的に実施します

実施 21年度はＩＳＯ9001の認証を更新しないことか
ら「ＩＳＯ9001」という文言を削除する。

行革推進課

7
PDCAサイクルに関する研修をすべて
の職員に対して定期的に実施し、理解
度などの成果を測定します

6
PDCAサイクルに関する研修をすべて
の職員に対して定期的に実施し、理解
度などの成果を測定します

実施
行革推進
課
人事課

財政課

8
毎年度の予算編成に先立ち、重点政
策の議論を経営層で実施します

7
毎年度の予算編成に先立ち、重点政
策の議論を経営層で実施します

実施
財政課

9
毎年度の予算編成にあたり、政策ごと
に配分する予算を設定した上で、事業
費と人件費を部局に枠配分します

8
毎年度の予算編成にあたり、政策ごと
に配分する予算を設定した上で、事業
費と人件費を部局に枠配分します

実施

財政課

―

10
新しい公会計手法で得られる会計情報
を活用し、人件費を含めたトータルコス
トや世代間の負担の状況について把
握します。あわせて予算編成などの内
部意思決定にも活用します

新しい公会計手法で得られる会計情報
を活用し、人件費を含めたトータルコス
トや世代間の負担の状況について把握
します。あわせて予算編成などの内部
意思決定にも活用します

ー

財政課
行革推進
課

―

11
本庁と総合事務所の機能を見直します

9
本庁と総合事務所の機能を見直します

実施
人事課

12
組織のグループ化により、少ない人数
で効率的に業務を執行できる体制とし
ます

10
組織のグループ化により、少ない人数
で効率的に業務を執行できる体制とし
ます

実施状況を点検し、必要に応じて
拡大

（空欄）

現状把握が必要なことからそれを明記したもの

人事課

―

11
市の関与度合いが高い第三セクターの
経営を改善するとともに、今後の方向
性を明確にします
第三セクターの一層の自立を促し、出
資以外の市の支出を削減します

経営改善

行革推進課

工程概要等

５
第三セクターの経営改革
第三セクターの見直しによる経費削減

平成21年度見直し案平成20年度

2
職責に応じた知識や技術を習得させる
とともに、自発的に業務改善を行う体質
となるよう、研修計画を充実します。

取組項目3と4は、どちらも研修についての内容
であるため、統合する。

実施

１
行政運営の改善に向けた体制整備

１
職員の意識高揚と資質向上

２
ＰＤＣＡサイクルに基づく業務執行の定着

４
新しい公会計手法の活用

５
簡素で機能的な組織機構の構築

３
予算編成時における部局ごとの事業費と
人件費の枠配分方式の実施

見直し理由

１
効率的で効果的な行政運営の確立

２
ＰＤＣＡサイクルに基づく業務執行の定着

３
予算編成時における部局ごとの事業費と
人件費の枠配分方式の実施

新しい公会計手法の活用

１
職員の意識高揚と資質向上

４
簡素で機能的な組織機構の構築

21年度に予定している経営検討委員会での三
セク経営状況等の分析・評価の結果を踏まえ
た三セクごとの今後の方向性の明確化、という
一連の三セクの見直し作業を前提としており、
その中では市の支出削減という視点だけでな
く、事業の見直しや経営の統合などによる三セ
クの経営改革を目指すことから、大目標１に位
置付けるとともに取組名称を変更する。

　当初、行革推進課が独自で研究することとし
ていたが、国が地方公共団体財政健全化法を
全面施行したことから、それを導入することとし
た。
　20年度から一般会計を始め特別会計・土地
開発公社・第三セクターの状況についても、新
しい公会計手法を活用して決算諸表の分析等
を行い、他団体に先駆けて公表を行っている
が、自治体として義務的な取組でもあるため、
計画の取組から削除する。

主管課

資料３
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中目標 大目標
重点取組 重点取組

具体的な取組項目 具体的な取組項目

工程概要等

平成21年度見直し案平成20年度

見直し理由 主管課

・実質単年度収支の黒字化
・財政調整基金の26億円維持

「歳入の発掘と確保」と「新たな行政需要に応
え得る財政構造を確立に無k他採取の見直し」
は、ともに収支を均衡させる効果があることか
ら、「歳入の増加」、「事業費の削減」、「人件費
の削減」に区分して再設定する。

―

657,409千円 「歳入の増加」に関する取組を統合
―

13
初期滞納や低額滞納者に対して、納
入促進員を拡充し、納入相談などのき
め細かい対応を早期に行うことで滞納
額の累積を未然に防ぎます

12
市税等の初期滞納や低額滞納者に対
して、市税等納入促進員を拡充し、納
入税相談などのきめ細かい対応を早期
に行うことで滞納額の累積を未然に防
ぎますうとともに、長期にわたる繰越滞
納者や高額滞納者に対しては、納税折
衝や滞納整理（法に基づく財産調査・
差押さえ・換価（公売など））を集中的に
実施することで滞納金の徴収額を増加
させます

収納課

14
長期にわたる繰越滞納や高額滞納者
に対して、職員が納税交渉や法に基づ
く財産調査、差押さえ、公売などを集
中的に実施することで滞納金の徴収額
を増加します

長期にわたる繰越滞納や高額滞納者
に対して、職員が納税交渉や法に基づ
く財産調査、差押さえ、公売などを集中
的に実施することで滞納金の徴収額を
増加します（上記に統合）

収納課

「歳入の増加」に関する取組を統合
―

15
公の施設について使用料無料のもの
などを見直し、適正な使用料を設定し
ます

13
公の施設について使用料無料のもの
などを見直し、適正な使用料を設定し
ます

改正後の使用料で運用

27,118千円
行革推進課

16
市が無料で提供しているサービスのう
ち、受益対象者が特定され、かつ、受
益対象者の側で選択が可能なサービ
スについては、費用のうち適切な額を
負担していただきます

14
市が無料で提供しているサービスのう
ち、受益対象者が特定され、かつ、受
益対象者の側で選択が可能なサービ
スについては、費用のうち適切な額を
負担していただきます

現状把握と基準の策定
見直し実施

20年度は、ゼロから考え方をまとめようとした
が、合理的な考え方に至らなかった。
このことから、21年度事業での受益者負担の
状況を把握し、現状を踏まえて基準を策定す
ることとしたもの。

行革推進課

「歳入の増加」に関する取組を統合
―

継続

6,356  5,952 千円 (No17:4,852千
円+No18:1,100千円）

今年度実績等による変更

―

3,654千円（20年度3,654千円） 広報対話課

674千円（20年度730千円） 今年度実績等による変更 総務課
114千円（20年度114千円） 市民税課
72千円（20年度72千円） 資産税課
84千円（20年度90千円） 今年度実績等による変更 市民課
414千円(20年度392千円） 今年度実績等による変更

ホームページ・イベントカレンダー
観光企画課

200千円（21年度からの新規取組） 新たにゴミ袋へ広告を掲載 生活環境課

127千円（21年度からの新規取組） 新たにホームページに広告を掲載 水族博物館

―
-

財政課

217千円（20年度200千円） 用地管財課

800千円（20年度800千円） 道路課
旧17に含む 観光企画課

「歳入の増加」に関する取組を統合
―

19
売却が可能な資産を積極的に売却し
ます

16
売却が可能な資産を積極的に売却しま
す

売却
456,300  58,607 千円
(20年度353,469)

今年度実績等による変更
用地管財課

20
売却が困難な資産を積極的に貸し付
けます

17
売却が困難な資産を積極的に貸し付
けます

貸し付け
80,264  71,235 千円
（20年度90,877)

今年度実績等による変更
用地管財課

15
広報じょうえつ、市ホームページなどの
広報媒体や封筒などに民間企業等の
有料広告を掲載します

受益者負担の適正化

市の様々な資源等を用いた歳入増加

実施
374,714千円を徴収

数値目標：87,371千円

２
実質的な単年度収支の黒字化と貯金26億
円以上の維持

９
市の固定資産の売却及び貸し付けによる
歳入増加

18
広告媒体となりえる資源等を発掘して
積極的に活用し、収入増加を図ります

８
市の様々な資源等を用いた歳入増加

６
税と使用料の滞納分の徴収促進

17
広報じょうえつ、市ホームページなどの
広報媒体や封筒などに民間企業等の
有料広告を掲載します

７
受益者負担の適正化

２
歳入の発掘と確保

６
歳入の増加
税と使用料の滞納分の徴収促進

広告媒体となりえる資源等を発掘して
積極的に活用し、収入増加を図ります
（上記に統合）

市の固定資産の売却及び貸し付けによる
歳入増加

・取組項目17と18は同様の趣旨のため、統合
する。
・財政健全化事務について、重点的に健全化
を進める場合は、担当課の主体的な取組に移
行させるため、財政課を削除する。
・今年度実績等による変更

徴収金の早期収納を、徴税吏員と納入促進員
が協同で適切な納税折衝や滞納整理を行い、
租税債権の確実な確保を図る目標は同じであ
ることから、取組項目13と14を統合し整理す
る。
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中目標 大目標
重点取組 重点取組

具体的な取組項目 具体的な取組項目

工程概要等

平成21年度見直し案平成20年度

見直し理由 主管課

―

中期財政見通しにおける収支不足
見込み額の解消

「事業費の削減」に関する取組を統合。

―

21
市が担う必要性、政策に対する貢献度
合いと実施成果の状況、類似する事務
事業の効率化等の観点から事務事業
を評価し、その結果に基づき、不用・不
急と判断する事務事業を統合、廃止し
ます

19
市が担う必要性、政策に対する貢献度
合い、実施成果の状況、類似する事務
事業の効率化等の観点から事務事業
を評価し、その結果に基づき、不用・不
急と判断する事務事業を統合・廃止し
ます

実施

行革推進課

22
市が支出するすべての補助金につい
て終期を設定し、目的を達成した補助
金を終了します

20
市が支出するすべての補助金につい
て終期を設定し、目的を達成した補助
金を終了します

実施

財政課

23
公の施設について、利用状況、配置状
況、機能の重複状況などを踏まえ、統
廃合を行います

21
公の施設について、利用状況、配置状
況、機能の重複状況などを踏まえ、統
廃合を行います

計画に従って統廃合を実施

行革推進課

22
予算編成時に、経費の縮減を図ります

実施 予算編成時での経費縮減の取組を明記する。
財政課

「事業費の削減」に関する取組を統合
―

24
市の業務執行全般に渡る経費の縮減
を促進するため、不用不急の予算を執
行しないで残した部署に対して、残額
のうち半分の額を次年度の予算枠配分
に上乗せする「インセンティブ予算」を
実施します

18
市の業務執行全般に渡る経費の縮減
を促進するため、不用不急の予算を執
行しないで残します た部署に対して、
残額のうち半分の額を次年度の予算枠
配分に上乗せする「インセンティブ予
算」を実施します

実施 21年度から26年度までの中期財政見通しで
は、112億円の財源不足が見込まれており、か
つ、未曾有の経済危機も現段階で回復が見込
めない中で、加配する財源がなくインセンティ
ブ予算の実施は困難であることから、該当部分
を削除する。

財政課

25
市の情報システムを見直し、導入及び
維持・管理に係る業務執行経費を削減
します

市の情報システムを見直し、導入及び
維持・管理に係る業務執行経費を削減
します

導入標準手順書策定 取組自体が経費削減効果が期待できないこと
から、取組項目から削除する。

情報管理課

―

26
第三セクターの一層の自立を促し、出
資以外の市の支出を削減します

※重点取組5に移動

行革推進課

354,000千円 「職員数の削減」と「給与の見直し」は、ともに
人件費の削減であるため統合。 ―

70人削減　在職者数2,139人 人事課

指定管理等の委託実施
行革推進課

・調理業務委託
・派遣
試行結果の検証を踏まえ、問題等
がなければ3 ４校実施予定

22年度
3 ４校実施予定

・衛生管理を徹底し、安全安心な給食を提供
するためには、委託初年度の栄養教諭・学校
栄養職員の専任配置が必要である。
・栄養教諭・学校栄養職員の配置・異動は県
が行うため、市の意向による異動ができない。
・施設設備の状況と栄養職員の配置等から再
検討した結果、4校実施は困難であるため、3
校に変更して実施予定。

学校教育課

保育園の再編計画案を作成

（空欄）

園児の保護者及び私立保育園に対するアン
ケート結果、園児数の推移、地域事情等の分
析に時間を要しているため、21年度に保育園
の再編計画案をまとめるもの。

子育て支援課

事務の削減 予算の伴わない事務を削減した場合の職員数
の削減について、計画に搭載し取り組む。 行革推進課

「職員数の削減」と「給与の見直し」は、ともに
人件費の削減であるため統合。 ―

28
市職員の給与について、地域の経済
情勢を反映し、地域の実態に即したレ
ベルとします。

24
市職員の給与について、地域の経済
情勢を反映し、地域の実態に即したも
のとするため新潟県人事委員会の勧告
を参考に見直します。 レベルとします。

・人事院勧告及び県の人事委員会
の給与勧告を参考に給料表水準
の検討
・級別職務・昇給運用の検討
・各種手当の見直し

この取組項目は、これまでの国準拠から、より
地域の実情に即するため、新潟県の取扱いを
参考に見直すこととし、取組の名称を変更する
とともに、給与に関する取組を統合する。 人事課

29
事務事業の廃止・休止、業務執行の効
率化などを通じ、時間外勤務手当を削
減します

事務事業の廃止・休止、業務執行の効
率化などを通じ、時間外勤務手当を削
減します

（削減する勤務時間　7,100時間）
削減額　17,750千円

時間外勤務の削減については、前年度実績の
5％減を目標に、指針の策定やノー残業ウィー
ク等に取り組み、平成18年度は9.1％の減、19
年度は10.9％の減、20年度も10％減の見込み
となるなど、計画を上回る削減となっている。
21年度は緊急経済対策等の業務の増加に対
し、職員数が減少していることから、事業の廃
止などの取組を進めることとし、21年度は5％
減を掲げないこととする。

人事課

30
特殊勤務手当について、社会情勢や
職場環境の変化等を踏まえて抜本的
に見直します

特殊勤務手当について、社会情勢や
職場環境の変化等を踏まえて抜本的
に見直します

見直し実施 特殊勤務手当については、見直し対象とした
21の手当のうち、12の手当を廃止し、4つの手
当について支給要件の見直しを行ったところ
であり、当初の目標は達成したと考える。
今後は、給与に関する取組として、上記と統合
する。

人事課

31
その他の手当について、支給のあり方
や金額の算出方法などを見直し、削減
します

その他の手当について、支給のあり方
や金額の算出方法などを見直し、削減
します
（上記に統合）

人事院勧告及び県の人事委員会
の給与勧告等を参考に検討
（上記に統合）

各種手当の支給のあり方や金額の算出方法等
については、より地域の実情に即するため、新
潟県の取扱いを参考に決めていく方向としたこ
とから、給与の取組として総合するもの。

人事課

―

32
市場化テストの実施により、市が落札
する業務の効率化、あるいは、民間企
業等の落札により、コストを削減します

市場化テストの実施により、市が落札す
る業務の効率化、あるいは、民間企業
等の落札により、コストを削減します

方針に基づく対応の実施

行革推進課

１０
事務事業の再編と整理、廃止と統合

１３
職員数の削減による人件費削減

１２
第三セクターの見直しによる経費削減

３
新たな行政需要に応え得る財政構造の確立
に向けた歳出の見直し

１１
業務執行経費の縮減

※重点取組5に移動

８
人件費の削減
職員数の削減による人件費削減

給与等の見直しによる人件費削減
１４
給与等の見直しによる人件費削減

１５
市場化テストの実施によるコストの縮減

７
事業費の削減
事務事業の再編と整理、廃止と統合

業務執行経費の縮減

27
勧奨退職の継続及び退職者の補充を
可能な限り抑制しながら、事務事業の
統合・廃止・休止・効率化・委託、組織
機構の簡素化などにより職員数を削減
します

制度自体に目覚しい成果が期待できず、アウト
ソーシングを目指すのであれば委託等の代替
手段があること、また、職員削減との関係を整
理していないことから、現時点で、即座に、か
つ、積極的に市場化テストに取り組むべき状況
にはないと考え、当面は市場化テストを導入し
ないこととしたことから取組から削除する。

市場化テストの実施によるコストの縮減

23
勧奨退職を継続するとともに、退職者
の補充を可能な限り抑制しながら、事
務事業の統合・廃止・休止・効率化・委
託、組織機構の簡素化などにより職員
数を削減します

3



中目標 大目標
重点取組 重点取組

具体的な取組項目 具体的な取組項目

工程概要等

平成21年度見直し案平成20年度

見直し理由 主管課

10億円削減
―

毎年度10億円削減 市債の削減は繰上げ償還によるものではなく、
市債の新規発行額を公債費以下に抑えること
で進めていることから、それを明確にするもの。

財政課

25
既存市債の返済額よりも新規借入額を
低くします

実施 市債の削減は繰上げ償還によるものではなく、
市債の新規発行額を公債費以下に抑えること
で進めていることから、それを明確にするもの。

財政課

25億2,000万円削減 目標を明確にするため、金額を設定する。

―

25億2,000万円削減
―

33
土地開発公社が先行取得した用地の
買戻しを促進し、公社経営の健全化を
目指します

26
土地開発公社が先行取得した用地の
買戻しを促進し、公社経営の健全化を
目指します

公社からの買戻し
1,000,000千円

用地管財課

34
企業団地や市の利用計画がなくなった
土地について、不動産取引に精通して
いる民間企業の協力を得て、官民一体
となった販売促進を展開し、保有額の
削減を図ります

27
企業団地や市の利用計画がなくなった
土地について、不動産取引に精通して
いる民間企業の協力を得て、官民一体
となった販売促進を展開し、保有額の
削減を図ります

販売実施
1,520,000千円

用地管財課

地方公営企業の集中改革プランの見直し案

主管課

水道料金統一に伴うガス水道料金
システム統一

水道料金統一に伴うガス水道料金シ
ステム統一

お客様
サービス

本局で委託済で各営業所で未委託
の業務の民間委託

本局で委託済で各営業所で未委託の
業務の民間委託

委託
各営業所

納期限までに納められていない料
金残高の縮減
※H16年度末残高93,000千円

納期限までに納められていない料金
残高の縮減
※H16年度末残高93,000千円

実施
800千円

お客様
サービス
課 各営

職員数の削減
※H17.4.1時点：62人

職員数の削減
※H17.4.1時点：62人

1人
5,705千円

総務課

施設の統廃合 施設の統廃合 総務課
施設管理

水道料金統一に伴うガス水道料金
システム統一

水道料金統一に伴うガス水道料金シ
ステム統一

お客様
サービス

本局で委託済で各営業所で未委託
の業務の民間委託

本局で委託済で各営業所で未委託の
業務の民間委託

委託
各営業所

納期限までに納められていない料
金残高の縮減
※H16年度末残高83,000千円

納期限までに納められていない料金
残高の縮減
※H16年度末残高83,000千円

実施
400千円

お客様
サービス
課　各営
業所

職員数の削減
※H17.4.1時点：80人

職員数の削減
※H17.4.1時点：80人

1人
5,705千円

総務課

施設の統廃合 施設の統廃合 総務課
施設管理

水道料金統一に伴うガス水道料金
システム統一

水道料金統一に伴うガス水道料金シ
ステム統一

お客様
サービス

本局で委託済で各営業所で未委託
の業務の民間委託

本局で委託済で各営業所で未委託の
業務の民間委託

委託
各営業所

納期限までに納められていない料
金残高の縮減
※H16年度末残高　4,000千円

納期限までに納められていない料金
残高の縮減
※H16年度末残高 4,000千円

実施
150千円

お客様
サービス
課 各営

使用料の改定（公共下水道） 使用料の増収改定（公共下水道） 見直し検討
178,500千円

使用料改定についての検証を行った結果、
21年度は据え置くとの結論に達したため、
取組項目を使用料の増収に変更する。

下水道管
理課

使用料の改定（農業集落排水） 使用料の増収改定（農業集落排水） 見直し検討
46,600千円

使用料改定についての検証を行った結果、
21年度は据え置くとの結論に達したため、
取組項目を使用料の増収に変更する。

農村整備
課

団地の売払い 団地の売払い 21年度　 14,394  14,293千円

22年度 133,632　8,831千円

21年度は実績等による変更。
22年度は、18年度に造成を計画していた浦川
原顕聖寺(けんしょうじ)団地の2期工事分につ
いて農振除外手続が進まず実施を見合わせて
いたが、この度必要な手続が完了したことから
21年度に造成を行い22年度に分譲を行うこと
としたため。

用地管財
課

販売促進 販売促進 販売促進計画に基づく販売
板倉1.69ha　三和0.75ha 産業振興

課

指定管理者制度へ移行 指定管理者制度へ移行 指定管理制度導入
健康づくり
推進課

落雷対策の実施 落雷対策の実施 ・対策の効果に応じて実施を検
討
・売電目標額
平成21年度：19,500千円
平成22年度：19,500千円

売電目標を設定し。それが達成できるよ
う、迅速な修繕などの対策を実施すること
とした。 環境企画

課

集客力向上のための施設の活用方
法と運営形態の検討

集客力向上のための施設の活用方法
と運営形態の検討

新運営形態に向けた体制整備
新運営形態での運営開始

冬の営業に関しては、積雪状況に大きく左
右されるスキー場のため、安定収入が見込
みづらく指定管理者制度の課題があり、検
討が引き続き必要。

観光振興
課

病院
事業

電気
事業

索道
事業

下水
道事
業

住宅
団地
事業

産業
団地
事業

簡易
水道
事業

ガス
事業

上水
道事
業

地方公営企業の集中改革プランの取組内容

病院
事業

電気
事業

索道
事業

下水
道事
業

住宅
団地
事業

産業
団地
事業

４
土地開発公社の保有土地125億円の削減
経営健全化

地方公営企業の集中改革プランの取組内容

ガス
事業

上水
道事
業

１０
土地開発公社が保有する土地の積極的
な買戻しと売却等

簡易
水道
事業

４
土地開発公社の保有土地の削減

16
土地開発公社が保有する土地の積極的
な買戻しと売却等

３
借金残高（通常分の市債）50億円以上の削
減

９
市債発行の抑制

4



新旧対象表

		

		平成21年度行政改革推進計画の改定内容と改定理由 ヘイセイネンドギョウセイカイカクスイシンケイカクカイテイナイヨウカイテイリユウ

		平成20年度 ヘイセイネンド																平成21年度見直し案 ヘイセイネンドミナオアン

		中目標 チュウモクヒョウ						見直し検討の留意事項		主管課 シュカンカ		各課回答（変更内容） カクカカイトウヘンコウナイヨウ		各課回答（変更理由） カクカカイトウヘンコウリユウ				大目標 ダイモクヒョウ						工程概要等 コウテイガイヨウナド		見直し理由 ミナオリユウ		主管課 シュカンカ				平成 2 0 年 度 目 標 ヘイセイトシドメヒョウ		平成 2 0 年度の実施内容 ヘイセイネンドジッシナイヨウ

				重点取組 ジュウテントリクミ																重点取組 ジュウテントリクミ

						具体的な取組項目 グタイテキトリクミコウモク																具体的な取組項目 グタイテキトリクミコウモク

		１
行政運営の改善に向けた体制整備								―								１
効率的で効果的な行政運営の確立 コウリツテキコウカテキギョウセイウンエイカクリツ						・業務改善に取り組んだ課等の数：全課・グループ
・次年度の予算編成時に見直しを行う事務事業数：全事務事業
・当該年度も目標を達成する事務事業：全事務事業
・市政運営等に対するクレームに関する対策や予防策を講じていない件数：0件 ギョウムカイゼントクカナドカズゼンカジネンドヨサンヘンセイジミナオオコナジムジギョウスウゼンジムジギョウトウガイネンドモクヒョウタッセイジムジギョウゼンジムジギョウシセイウンエイナドタイカンタイサクヨボウサクコウケンスウケン				―				・成果の獲得を追及し、目的と目標を的確に設定する意識の定着
・各種政策や課題に対して有効な意思決定が迅速にできる機能的な組織機構の構築
・事務事業の目的と目標が適切に設定される率　100％		下記の重点取組及び具体的な取組項目を実施 カキジュウテントリクミオヨグタイテキトリクミコウモクジッシ

				１
職員の意識高揚と資質向上						―										１
職員の意識高揚と資質向上								―				職員が目標達成に喜びと充実感を覚え、自発的かつ適切に業務を執行し、改善する状態		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						1
職員提案制度を継続するとともに、組織目標を踏まえたISO9001に基づく業務改善活動を全庁的に実施します		職員提案制度は、職員の意識高揚や資質向上を主目的とする取組ではなく、業務改善の取組であることから、重点取組２へ移行してはどうか。 ショクインテイアンセイドジュウテントリクミイコウ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ		職員提案制度を継続するとともに、組織目標を踏まえたISO9001に基づく業務改善活動を全庁的に実施します		・21年度はＩＳＯ9001の取り組みを3課室から全庁に展開することから、認証を更新しないため、「ＩＳＯ9001」という文言を削除する。
・職員提案制度は、職員の意識高揚や資質向上を主目的とする取組ではなく、業務改善の取組であることから、重点取組２へ移行する。 ネンドトクカシツゼンチョウテンカイモンゴンサクジョ								※重点取組2に移動 ジュウテントリクミイドウ		―		職員提案制度は、職員の意識高揚や資質向上を主目的とする取組ではなく、業務改善の取組と位置付け、重点取組２へ移行する。 ショクインテイアンセイドイチヅジュウテントリクミイコウ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ				見直し後の職員提案制度を活用し、職員の業務改善意識により、職員提案が200件以上ある状態とする。 カツヨウショクインテイアンケンイジョウジョウタイ		新しい職員提案制度の運用

						2
目標管理型の人事考課を管理職以外の職員の処遇に反映します		人事考課制度を見直したことから、取組名称や工程表の見直しが必要ではないか。 ジンジコウカセイドミナオトリクミメイショウヒツヨウ		人事課 ジンジカ												1
人材育成 目標管理型の人事考課を実施し、職員の資質を向上します 管理職以外の 職員の処遇に反映します ジンザイイクセイジッシショクインシシツコウジョウ		21年度中に現行の人事考課制度の見直しを完了させる（22年4月からの運用を目指す）。

制度の本格実施(管理職以外の職員に反映） ネンドチュウゲンコウジンジコウカセイドミナオカンリョウネンガツウンヨウメザセイドホンカクジッシカンリショクイガイショクインハンエイ		個人目標の設定は、業務の一部のみの評価であり適正な評価につながらないなどの課題を踏まえ、20年度から業績評価と能力評価の充実を図り、人材育成型へと見直したことから、計画を変更するもの。
目標の「職員の処遇に反映」は工程であるため目標から削除し、工程で管理する。 コジンモクヒョウセッテイギョウムイチブヒョウカテキセイヒョウカカダイフネンドギョウセキヒョウカノウリョクヒョウカジュウジツハカジンザイイクセイガタミナオケイカクヘンコウモクヒョウショクインショグウハンエイコウテイモクヒョウサクジョコウテイカンリ		人事課 ジンジカ				21年度の本格実施に向け、制度面・運用面の検証が実施され、21年4月から本格実施を見据えた制度で運用開始できる状態		H20人事考課の実施
H21人事考課制度の見直し作業 ジンジコウカジッシジンジコウカセイドミナオサギョウ

						3
職責に応じた知識や技術を習得させるよう、研修計画を充実します		取組項目3と4については、どちらも研修であることから、取組項目を統合するなど見直す必要はないか。 トリクミコウモクケンシュウトリクミコウモクトウゴウミナオヒツヨウ		人事課 ジンジカ												2
職責に応じた知識や技術を習得させるとともに、自発的に業務改善を行う体質となるよう、研修計画を充実します。 ジハツテキギョウムカイゼンオコナタイシツケンシュウケイカクジュウジツ		実施 ジッシ		取組項目3と4は、どちらも研修についての内容であるため、統合する。 ナイヨウ		人事課 ジンジカ				・職員が自ら手を上げ、能力開発に向けた研修に積極的に参加している状態
・研修参加人数：前年度比5％増
（自己啓発に関するもの10％増）		各種研修の実施
研修でのアンケート実施 ジッシケンシュウ

						4
業務改善を自発的に行うような体質となるよう、職員を市役所以外の様々な職場に積極的に派遣します				人事課 ジンジカ																		人事課 ジンジカ				研修を受けた職員が研修内容を理解し、業務に生かせる状態		中央省庁等長期派遣研修

						5
市の組織運営の強みと弱み、職員の仕事に対する意欲を抑制する要因等を把握し、的確な改善策を企画して取り組みます				人事課 ジンジカ												3
市の組織運営の強みと弱み、職員の仕事に対する意欲を抑制する要因等を把握し、的確な改善策を企画して取り組みます		実施 ジッシ				人事課 ジンジカ				・19年度に把握した課題が相当程度解消された状態
・20年度時点における職員の意識の状況を把握し、さらなる改善に向けた課題を見出した状態 カダイソウトウテイドカイショウジョウタイネンドジテンショクインイシキジョウキョウハアクカイゼンムカダイミイダジョウタイ		職員アンケートの実施 ショクインジッシ

				２
ＰＤＣＡサイクルに基づく業務執行の定着						―										２
ＰＤＣＡサイクルに基づく業務執行の定着								―				業務執行の際に、職員が常に「計画・実行・評価・改善」というPDCAサイクルで思考し、組織全体で運用する状態		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						6
すべての事務事業の執行について、目標の設定、管理様式の統一、定期的な進捗点検、成果測定などを行い、PDCAサイクルを定着させます		「組織目標進捗管理システム」の名称を明記する。 ソシキモクヒョウシンチョクカンリメイショウメイキ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ		すべての事務事業の執行及び組織目標について、目標の設定、管理様式の統一、定期的な進捗点検、成果測定などを行い、PDCAサイクルを定着させます オヨソシキモクヒョウ		・事務事業の他に組織目標に関してもＰＤＡＣＡサイクルを定着させるため、取り組みに明記する。
・事務事業の進捗点検に関する様式を個々の事業に会わせ様式を定めないことから、項目名称から削除する。 ジムジギョウホカソシキモクヒョウカンテイチャクトクメイキジムジギョウシンチョクテンケンカンヨウシキココジギョウアヨウシキサダコウモクメイショウサクジョ								4
組織目標及びすべての事務事業の執行について、目標の設定、管理様式の統一、定期的な進捗点検、成果測定などを行い、PDCAサイクルを定着させます オヨ		実施 ジッシ		・事務事業のレベルにとどまらず、組織目標に関してもＰＤＣＡサイクルを定着させるため、取組に明記する。		行革推進課 ギョウカクスイシンカ				・事務事業の目的や目標を各部署が適切に設定できる状態
・部局課が自組織の全体的な進捗状況を容易に把握できる進捗管理の実現
・21年度予算の当初要求時（財政課査定前）において全事務事業の目的目標が適切に設定された状態		・20年度の組織目標の進捗点検・報告
・21年度の組織目標等の確定

																						5
職員提案制度を継続するとともに、組織目標を踏まえたISO9001に基づく業務改善活動を全庁的に実施します		実施 ジッシ		21年度はＩＳＯ9001の認証を更新しないことから「ＩＳＯ9001」という文言を削除する。
 ネンドモンゴンサクジョ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ

						7
PDCAサイクルに関する研修をすべての職員に対して定期的に実施し、理解度などの成果を測定します		ＰＤＣＡサイクルの習得は、職員にとって不可欠であると考え、人事課の研修の一環で実施することとし、主管課を人事課としてはどうか。 シュカンカジンジカ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ												6
PDCAサイクルに関する研修をすべての職員に対して定期的に実施し、理解度などの成果を測定します		実施 ジッシ				行革推進課
人事課 ギョウカクスイシンカジンジカ				部長級及び課長級の職員がPＤＣＡサイクルの仕組みを理解できた状態 ブチョウキュウカチョウキュウショクイン		研修会の実施 ケンシュウカイジッシ

				３
予算編成時における部局ごとの事業費と人件費の枠配分方式の実施				取組項目9を見直すのであれば、併せて見直してはどうか トリクミコウモクミナオアワミナオ		財政課 ザイセイカ		予算編成時における部局ごとの事業費と人件費の枠配分方式の実施

 ヨサンヘンセイジブキョクジギョウヒジンケンヒワクハイブンホウシキジッシ		職員数の削減を計画以上に進めている中、平成21年度予算編成時での人件費(人員)の枠配分は行わず、予算のヒアリングと同時並行で人員のヒアリングを実施した。人事課としては、今後もこの手法により予算編成の結果を踏まえた職員配置を行うこととしている。						３
予算編成時における部局ごとの事業費と人件費の枠配分方式の実施								財政課 ザイセイカ				優先政策に的確に予算が配分され、政策ごとの目標達成に最適な事務事業が選択される状態		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ		優先順位なく枠配という手段だけが残っても意味がない。削除か？
→重点政策の議論を行っていることからOKとするか・・・ ジュウテンセイサクギロンオコナ

						8
毎年度の予算編成に先立ち、重点政策の議論を経営層で実施します				財政課 ザイセイカ												7
毎年度の予算編成に先立ち、重点政策の議論を経営層で実施します		実施 ジッシ				財政課 ザイセイカ				21年度予算編成に当たり、重点施策の議論を経営層で実施された状態		総合計画・財政フレーム検討プロジェクトチームと連携し、総合計画との整合を図るとともに財政健全化に向け予算編成を行う。

						9
毎年度の予算編成にあたり、政策ごとに配分する予算を設定した上で、事業費と人件費を部局に枠配分します		現状では、政策ごとの配分や人件費の枠配分は行っていないことから、取組内容を見直す必要はないか。 ゲンジョウセイサクハイブンジンケンヒワクハイブンオコナトリクミナイヨウミナオヒツヨウ		財政課 ザイセイカ		毎年度の予算編成に当たり、政策ごとに配分する予算を設定した上で、事業費と人件費を部局に枠配分します		同上 ドウジョウ								8
毎年度の予算編成にあたり、政策ごとに配分する予算を設定した上で、事業費と人件費を部局に枠配分します		実施 ジッシ				財政課 ザイセイカ				20年度予算の枠配分方法を総括し、課題を整理した上で、改善し実施された状態 ブンウエ		総合計画・財政フレーム検討プロジェクトチームと連携して、枠配分方法を改善する。

				４
新しい公会計手法の活用						―		主管課による協議の上、変更を要する シュカンカキョウギウエヘンコウヨウ		当課では現在、平成21年度の地方公共団体財政健全化法の全面施行にあわせ、一般会計を始めとする特別会計や土地開発公社、第3セクターの状況について、新しい公会計手法をを活用して決算諸表の分析等を行い、他団体に先駆けて公表を行っている。
しかしながら、現行目標策定時に行革推進課が推進を目指した公会計手法を活用した管理会計の導入を行わないのであれば、目標、具体的な取組、工程を変更すべきである。						新しい公会計手法の活用						　当初、行革推進課が独自で研究することとしていたが、国が地方公共団体財政健全化法を全面施行したことから、それを導入することとした。
　20年度から一般会計を始め特別会計・土地開発公社・第三セクターの状況についても、新しい公会計手法を活用して決算諸表の分析等を行い、他団体に先駆けて公表を行っているが、自治体として義務的な取組でもあるため、計画の取組から削除する。 ネンド３ジチタイギムテキトクケイカク		―				新しい公会計の手法を活用して、予算編成などの意思決定ができる状態		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						10
新しい公会計手法で得られる会計情報を活用し、人件費を含めたトータルコストや世代間の負担の状況について把握します。あわせて予算編成などの内部意思決定にも活用します		行革推進課では、今後、独自の研究を見込んでいないことから、主管課から行革推進課を削除してはどうか。 ギョウカクスイシンカコンゴシュカンカギョウカクスイシンカ		財政課
行革推進課 ザイセイカギョウカクスイシンカ		全文削除 ゼンブンサクジョ		同上 ドウジョウ								新しい公会計手法で得られる会計情報を活用し、人件費を含めたトータルコストや世代間の負担の状況について把握します。あわせて予算編成などの内部意思決定にも活用します		ー				財政課
行革推進課 ザイセイカギョウカクスイシンカ				新公会計システムの導入に係る方針協議を完了させ、新公会計システムの導入（21年度）の準備ができた状態 シンコウカイケイドウニュウカカホウシンキョウギカンリョウシンコウカイケイドウニュウネンドジュンビジョウタイ		・新公会計制度への移行スケジュール決定
・共同作業課の作業推進
・コンピュータシステムの改修計画決定
・19年度を新公会計制度の財務諸表4表で作成 シンコウカイケイセイドイコウケッテイキョウドウサギョウカサギョウスイシンカイシュウケイカクケッテイネンドシンコウカイケイセイドザイムショヒョウヒョウサクセイ

				５
簡素で機能的な組織機構の構築						―										４
簡素で機能的な組織機構の構築								―				最少の職員数で施策や事業を効率的に企画し執行できる組織機構の実現		―

						11
本庁と総合事務所の機能を見直します				人事課 ジンジカ												9
本庁と総合事務所の機能を見直します		実施 ジッシ				人事課 ジンジカ				組織機構のあるべき姿、改編方針が示され、21年4月から組織改編を実施した状態		行政組織のあるべき姿について方針を示す。

						12
組織のグループ化により、少ない人数で効率的に業務を執行できる体制とします		工程表では、19年度に「実施状況を点検し、必要に応じて拡大」とあるが、点検結果が不明確であり、今後の方向性を含め、取組項目や工程表を見直す必要があるのではないか。 コウテイヒョウネンドジッシジョウキョウテンケンヒツヨウオウカクダイテンケンケッカフメイカクコンゴホウコウセイフクトリクミコウモクコウテイヒョウミナオヒツヨウ		人事課 ジンジカ												10
組織のグループ化により、少ない人数で効率的に業務を執行できる体制とします		実施状況を点検し、必要に応じて拡大

（空欄） ジッシジョウキョウテンケンヒツヨウオウカクダイクウラン		現状把握が必要なことからそれを明記したもの ゲンジョウハアクヒツヨウメイキ		人事課 ジンジカ				グループ制導入可能な課室等が特定され、21年4月から導入されている状態		定員査定ヒアリングで実施成果を確認。次年度で実施可能な課等でグループ制導入

																				５
第三セクターの経営改革
第三セクターの見直しによる経費削減 ケイエイカイカク						21年度に予定している経営検討委員会での三セク経営状況等の分析・評価の結果を踏まえた三セクごとの今後の方向性の明確化、という一連の三セクの見直し作業を前提としており、その中では市の支出削減という視点だけでなく、事業の見直しや経営の統合などによる三セクの経営改革を目指すことから、大目標１に位置付けるとともに取組名称を変更する。 ヒョウカメザダイモクヒョウイチツトリクミメイショウヘンコウ		―

																						11
市の関与度合いが高い第三セクターの経営を改善するとともに、今後の方向性を明確にします
第三セクターの一層の自立を促し、出資以外の市の支出を削減します ケイエイカイゼン		経営改善				行革推進課 ギョウカクスイシンカ

		２
歳入の発掘と確保								―								２
実質的な単年度収支の黒字化と貯金26億円以上の維持 ジッシツテキタンネンドシュウシクロジカチョキンオクエンイジョウイジ						・実質単年度収支の黒字化
・財政調整基金の26億円維持 ジッシツタンネンドシュウシクロジカザイセイチョウセイキキンオクエンイジ		「歳入の発掘と確保」と「新たな行政需要に応え得る財政構造を確立に無k他採取の見直し」は、ともに収支を均衡させる効果があることから、「歳入の増加」、「事業費の削減」、「人件費の削減」に区分して再設定する。 サイニュウハックツカクホアラギョウセイジュヨウコタエザイセイコウゾウカクリツムタサイシュミナオシュウシキンコウコウカサイニュウゾウカジギョウヒサクゲンジンケンヒサクゲンクブンサイセッテイ		―				2億5,100万円
（5年間では　12億1,300万円） オクマンエンネンカン		下記の重点取組及び具体的な取組項目を実施 カキジュウテントリクミオヨトリクミコウモクジッシ

				６
税と使用料の滞納分の徴収促進						―										６
歳入の増加　
税と使用料の滞納分の徴収促進 サイニュウゾウカ				657,409千円 センエン		「歳入の増加」に関する取組を統合 サイニュウゾウカトリクミトウゴウ		―				83,000千円
（5年間では   411,000千円) センエンネンカンセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						13
初期滞納や低額滞納者に対して、納入促進員を拡充し、納入相談などのきめ細かい対応を早期に行うことで滞納額の累積を未然に防ぎます		取組項目１３と１４の四半期ごとの進捗状況の報告では、内容が重複している。取組項目を統合するなど見直す必要はないか。 ４ハンキシンチョクジョウキョウホウコクナイヨウジュウフクトリクミコウモクトウゴウミナオヒツヨウ		収納課 シュウノウカ		市税等の初期滞納や低額滞納者に対して、市税等納入促進員を拡充し、が戸別訪問し納入税相談などのきめ細かい対応を早期に行うことで滞納額の累積を未然に防ぎますうとともに、長期にわたる繰越滞納者や高額滞納者に対しては、徴税吏員が納税折衝や滞納整理（法に基づく財産調査、差押さえ、換価（公売など））を集中的に実施することで滞納繰越金の徴収金額を増加させる。 シゼイナドシゼイナドトベツホウモンゼイシャチョウゼイリインセッショウタイノウセイリカンカクリコシキン		徴収金の早期収納を促進員と徴税吏員が共働で慫慂し、適切な納税折衝や滞納整理を行い租税債権の確実な確保を図る目標は同じであることから、取組項目13と14を統合し整理するもの。 チョウシュウキンソウキシュウノウソクシンインチョウゼイリイントモハタラキショウヨウテキセツノウゼイセッショウタイノウセイリオコナソゼイサイケンカクジツカクホハカモクヒョウオナトリクミコウモクトウゴウセイリ								12
市税等の初期滞納や低額滞納者に対して、市税等納入促進員を拡充し、納入税相談などのきめ細かい対応を早期に行うことで滞納額の累積を未然に防ぎますうとともに、長期にわたる繰越滞納者や高額滞納者に対しては、納税折衝や滞納整理（法に基づく財産調査・差押さえ・換価（公売など））を集中的に実施することで滞納金の徴収額を増加させます シゼイナドシゼイナドゼイシャセッショウタイノウセイリカンカ		実施
374,714千円を徴収

数値目標：87,371千円 ジッシセンエンチョウシュウスウチモクヒョウセンエン		徴収金の早期収納を、徴税吏員と納入促進員が協同で適切な納税折衝や滞納整理を行い、租税債権の確実な確保を図る目標は同じであることから、取組項目13と14を統合し整理する。 チョウシュウキンソウキシュウノウチョウゼイリインノウニュウソクシンインキョウドウテキセツノウゼイセッショウタイノウセイリオコナソゼイサイケンカクジツカクホハカモクヒョウオナトリクミコウモクトウゴウセイリ		収納課 シュウノウカ				取組項目14に含む。		・新規滞納者・滞納額の抑制のため一斉催告を4回
・促進員の訪問活動による早期納付・未折衝者の削減
・財産調査による差押の実施
・実態調査による納税者の現況把握

						14
長期にわたる繰越滞納や高額滞納者に対して、職員が納税交渉や法に基づく財産調査、差押さえ、公売などを集中的に実施することで滞納金の徴収額を増加します				収納課 シュウノウカ		長期にわたる繰越滞納や高額滞納者に対して、職員が納税交渉や法に基づく財産調査、差押さえ、公売などを集中的に実施することで滞納金の徴収額を増加します。（13項に統合） コウトウゴウ										長期にわたる繰越滞納や高額滞納者に対して、職員が納税交渉や法に基づく財産調査、差押さえ、公売などを集中的に実施することで滞納金の徴収額を増加します（上記に統合） ジョウキトウゴウ						収納課 シュウノウカ				17年度の徴収額に対し、82,158千円の増
徴収額では369,501千円 チョウシュウガクセンエン		・長期・高額・悪質・困難な滞納者の召喚・調査・捜索
・差押財産の換価処分・担税能力喪失者の執行停止処分
・住所が一定しない外国人労働者・派遣社員の追跡調査

				７
受益者負担の適正化						―										受益者負担の適正化						「歳入の増加」に関する取組を統合 サイニュウゾウカトリクミトウゴウ		―				27,000千円
（5年間では　93,000千円） センセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						15
公の施設について使用料無料のものなどを見直し、適正な使用料を設定します				行革推進課 ギョウカクスイシンカ												13
公の施設について使用料無料のものなどを見直し、適正な使用料を設定します		改正後の使用料で運用

27,118千円 カイセイゴシヨウリョウウンヨウセンエン				行革推進課 ギョウカクスイシンカ				27,118千円		使用料見直しの実施が19年10月であるため、実施前（18年度）と実施後（20年度）の年間使用料を比較し、収入増加分の数値目標達成の検証を行う。

						16
市が無料で提供しているサービスのうち、受益対象者が特定され、かつ、受益対象者の側で選択が可能なサービスについては、費用のうち適切な額を負担していただきます		付属 フゾク		行革推進課 ギョウカクスイシンカ												14
市が無料で提供しているサービスのうち、受益対象者が特定され、かつ、受益対象者の側で選択が可能なサービスについては、費用のうち適切な額を負担していただきます		現状把握と基準の策定
見直し実施 ゲンジョウハアクキジュンサクテイミナオジッシ		20年度は、ゼロから考え方をまとめようとしたが、合理的な考え方に至らなかった。
このことから、21年度事業での受益者負担の状況を把握し、現状を踏まえて基準を策定することとしたもの。 ネンドカンガカタゴウリテキカンガカタイタネンドジギョウジュエキシャフタンジョウキョウハアクゲンジョウフキジュンサクテイ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ				受益者負担の基準を策定し、21年度予算に反映		有料・無料で提供しているサービスを見直し、21年度予算に反映 ユウリョウムリョウテイキョウミナオネンドヨサンハンエイ

				８
市の様々な資源等を用いた歳入増加						―										市の様々な資源等を用いた歳入増加						「歳入の増加」に関する取組を統合 サイニュウゾウカトリクミトウゴウ		―				15,950千円
（5年間では   25,610千円) センセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						17
広報じょうえつ、市ホームページなどの広報媒体や封筒などに民間企業等の有料広告を掲載します		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		―												15
広報じょうえつ、市ホームページなどの広報媒体や封筒などに民間企業等の有料広告を掲載します		継続

6,356  5,952 千円 (No17:4,852千円+No18:1,100千円） ケイゾクセンエンセンエンセンエン		今年度実績等による変更 コンネンド		―				合計　4,852千円 ゴウケイセンエン

										広報対話課 コウホウタイワカ		―		―										3,654千円（20年度3,654千円） センエンネンド				広報対話課 コウホウタイワカ				広報対話課の目標 3,654千円
(広報じょうえつ 2,898千円, ホームページ 756千円) モクヒョウ		広報じょうえつ・市ホームページに有料広告を掲載する。

										総務課 ソウムカ		―		―										674千円（20年度730千円） センエンネンド		今年度実績等による変更 コンネンドジッセキナドヘンコウ		総務課 ソウムカ				総務課の目標730千円		市名入り封筒に有料広告を掲載し、広告料の収入確保を図る。 シメイイフウトウユウリョウコウコクケイサイコウコクリョウシュウニュウカクホハカ

										市民税課 シミンゼイカ		―		―										114千円（20年度114千円） センエンネンド				市民税課 シミンゼイカ				市民税課の目標114千円		納税通知書送付用封筒の裏面に広告欄を設け、民間企業等からの広告料の収入確保を図る。

										資産税課 シサンゼイカ		―		―										72千円（20年度72千円） センエンネンドセンエン				資産税課 シサンゼイカ				資産税課の目標72千円		納税通知書送付用封筒の裏面に広告欄を設け、民間企業等からの広告料収入の確保を図る。

										市民課 シミンカ		―		―										84千円（20年度90千円） センエンネンド		今年度実績等による変更 コンネンドジッセキナドヘンコウ		市民課 シミンカ				市民課の目標90千円 シミン		窓口用封筒・各種通知送付用封筒の裏面に地元民間企業等の広告を掲載する。　

										観光企画課 カンコウキカクカ		―		―										414千円(20年度392千円） センエンネンドセンエン		今年度実績等による変更
ホームページ・イベントカレンダー		観光企画課 カンコウキカクカ				観光企画課の目標192千円 カンコウキカクカ		観光ホームページに有料広告を掲載 カンコウユウリョウコウコクケイサイ

										生活環境課 セイカツカンキョウカ														200千円（21年度からの新規取組） センエンネンドシンキトリクミ		新たにゴミ袋へ広告を掲載 アラブクロコウコクケイサイ		生活環境課 セイカツカンキョウカ

										水族博物館 スイゾクハクブツカン														127千円（21年度からの新規取組） センエン		新たにホームページに広告を掲載 アラコウコクケイサイ		水族博物館 スイゾクハクブツカン

						18
広告媒体となりえる資源等を発掘して積極的に活用し、収入増加を図ります		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		―												広告媒体となりえる資源等を発掘して積極的に活用し、収入増加を図ります（上記に統合） ジョウキトウゴウ				・取組項目17と18は同様の趣旨のため、統合する。
・財政健全化事務について、重点的に健全化を進める場合は、担当課の主体的な取組に移行させるため、財政課を削除する。
・今年度実績等による変更 トリクミコウモクドウヨウシュシトウゴウザイセイザイセイカ		―				合計　11,100千円 ゴウケイセンエン

										財政課 ザイセイカ		主管課から財政課を削除
数値目標の見直し
　平成20年度決算見込み及び平成21年度当初予算の見積額は、1,300千円程であるため見直しする		財政健全化事務について、重点的に健全化を進める場合は、担当課の主体的な取組に移行させるため、主管課から削除する。
参考　公社の経営健全化→用地管財課
　　　　ふるさと納税→用地管財課										-				財政課 ザイセイカ				財政課の目標
10,000千円 ザイセイカモクヒョウセンエン		広告事業を全施設の25％で実施すること及び広告事業可能媒体数を19年度対比で100％上積みすることを目標に、施設を所管するすべての課及び区総合事務所に対してこれまでの広告事業のノウハウを説明し、広告事業の導入の可否及び導入できない理由等の確認を行う。

										用地管財課 ヨウチカンザイカ		―		―										217千円（20年度200千円） センエンネンドセンエン				用地管財課 ヨウチカンザイカ				用地管財課の目標100千円		広告料収入を確保する。
・広告入り玄関マットの導入
・広告看板等の導入

										道路課 ドウロカ		―		―										800千円（20年度800千円） センエンネンドセンエン				道路課 ドウロカ				道路課の目標800千円		・広告料収入を確保する。
・新たな行政財産の貸付け（広告掲載）を行い、収入の増加を図る。

										観光企画課 カンコウキカクカ		―		―										旧17に含む キュウフク				観光企画課 カンコウキカクカ				観光企画課の目標200千円 カンコウキカクカ		イベントカレンダーに有料広告を掲載

				９
市の固定資産の売却及び貸し付けによる歳入増加						―										市の固定資産の売却及び貸し付けによる歳入増加						「歳入の増加」に関する取組を統合 サイニュウゾウカトリクミトウゴウ		―				135,000千円
（5年間では   683,000千円) センセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						19
売却が可能な資産を積極的に売却します		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		用地管財課 ヨウチカンザイカ		―		―								16
売却が可能な資産を積極的に売却します		売却
456,300  58,607 千円
(20年度353,469) バイキャクセンエンネンド		今年度実績等による変更 コンネンドジッセキナドヘンコウ		用地管財課 ヨウチカンザイカ				353,469千円		売却可能な財産（基金財産を含む。）を売り払う。

						20
売却が困難な資産を積極的に貸し付けます		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		用地管財課 ヨウチカンザイカ		―		―								17
売却が困難な資産を積極的に貸し付けます		貸し付け
80,264  71,235 千円
（20年度90,877) カツセンエンネンド		今年度実績等による変更 コンネンドジッセキナドヘンコウ		用地管財課 ヨウチカンザイカ				71,235千円		遊休財産の貸付けを行う。

		３
新たな行政需要に応え得る財政構造の確立に向けた歳出の見直し								―																		―				8億6,000万円
（5年間では  40億7,300万円)		下記の重点取組及び具体的な取組項目を実施 カキジュウテントリクミオヨトリクミコウモクジッシ

				１０
事務事業の再編と整理、廃止と統合						―										７
事業費の削減　
事務事業の再編と整理、廃止と統合 ジギョウヒサクゲン				中期財政見通しにおける収支不足見込み額の解消 ミコガク		「事業費の削減」に関する取組を統合。 ジギョウヒサクゲンカン		―				300,000千円
（5年間では 1,500,000千円) センエンセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						21
市が担う必要性、政策に対する貢献度合いと実施成果の状況、類似する事務事業の効率化等の観点から事務事業を評価し、その結果に基づき、不用・不急と判断する事務事業を統合、廃止します				行革推進課 ギョウカクスイシンカ												19
市が担う必要性、政策に対する貢献度合い、実施成果の状況、類似する事務事業の効率化等の観点から事務事業を評価し、その結果に基づき、不用・不急と判断する事務事業を統合・廃止します		実施 ジッシ				行革推進課 ギョウカクスイシンカ				　―　 （ 重点取組10全体として設定 ）		組織目標の進捗状況の点検を通じた事務事業の評価

						22
市が支出するすべての補助金について終期を設定し、目的を達成した補助金を終了します				財政課 ザイセイカ												20
市が支出するすべての補助金について終期を設定し、目的を達成した補助金を終了します		実施 ジッシ				財政課 ザイセイカ				　―　 （ 重点取組10全体として設定 ）		補助金の削減について評価方法等を検討し、補助額及び支出時期の見直しなど、適正化に向けた精査を行う。
21年度の予算編成に向けて、年度の早い時期から対象課に対し関係者協議を促す。

						23
公の施設について、利用状況、配置状況、機能の重複状況などを踏まえ、統廃合を行います				行革推進課 ギョウカクスイシンカ												21
公の施設について、利用状況、配置状況、機能の重複状況などを踏まえ、統廃合を行います		計画に従って統廃合を実施 ケイカクシタガトウハイゴウジッシ				行革推進課 ギョウカクスイシンカ				　―　 （ 重点取組10全体として設定 ）		公の施設の統廃合計画に基づき、市民との合意形成を経て、21年度から施設の統廃合を実施する。 モト

																						22
予算編成時に、経費の縮減を図ります ヨサンヘンセイジケイヒシュクゲンハカ		実施 ジッシ		予算編成時での経費縮減の取組を明記する。 ヨサンヘンセイジケイヒシュクゲントリクミメイキ		財政課 ザイセイカ

				１１
業務執行経費の縮減						―										業務執行経費の縮減						「事業費の削減」に関する取組を統合		―				158,000千円
（5年間では722,000千円) センセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						24
市の業務執行全般に渡る経費の縮減を促進するため、不用不急の予算を執行しないで残した部署に対して、残額のうち半分の額を次年度の予算枠配分に上乗せする「インセンティブ予算」を実施します		今後も財源不足により実施できないようであれば、取組の見直しが必要ではないか。 コンゴザイゲンフソクジッシトクミナオヒツヨウ		財政課 ザイセイカ		部分削除
市の業務執行全般にわたる経費の縮減を促進するため、不用不急の予算を執行しないで残した部署に対して、残額のうち半分の額を次年度の予算枠配分に上乗せする「インセンティブ予算」を実施します
数値目標の平成21年度及び22年度
インセンティブ加配はしないものの削減目標額は現行の1億5,800万円とする		平成21年度から26年度までの中期財政見通しでは、112億円の財源不足が見込まれており、かつ、未曾有の経済危機も現段階で回復が見込めない中で、加配する財源がなく実施は困難。								18
市の業務執行全般に渡る経費の縮減を促進するため、不用不急の予算を執行しないで残します た部署に対して、残額のうち半分の額を次年度の予算枠配分に上乗せする「インセンティブ予算」を実施します ノコ		実施 ジッシ		21年度から26年度までの中期財政見通しでは、112億円の財源不足が見込まれており、かつ、未曾有の経済危機も現段階で回復が見込めない中で、加配する財源がなくインセンティブ予算の実施は困難であることから、該当部分を削除する。 ガイトウブブンサクジョ		財政課 ザイセイカ				・158,000千円
・インセンティブ予算のあり方を見出す。 ヨサンカタミイダ		インセンティブ予算を見直しし、予算加配によらない手法等について検討する。

						25
市の情報システムを見直し、導入及び維持・管理に係る業務執行経費を削減します		現在の工程表では、最終年度に計画書を作成するとあるが、業務執行経費の縮減に向けた即効性のある取組はできないか。また、経費削減効果が期待できないのであれば、取組項目から外すことも検討してはどうか。 ゲンザイコウテイヒョウサイシュウネンドケイカクショサクセイギョウムシッコウケイヒシュクゲンムソッコウセイトクケイヒサクゲンコウカキタイトリクミコウモクハズケントウ		情報管理課 ジョウホウカンリカ												市の情報システムを見直し、導入及び維持・管理に係る業務執行経費を削減します		導入標準手順書策定
 ドウニュウヒョウジュンテジュンショサクテイ		取組自体が経費削減効果が期待できないことから、取組項目から削除する。 トリクミジタイケイヒサクゲンコウカキタイトリクミコウモクサクジョ		情報管理課 ジョウホウカンリカ				・情報資産現況調査報告書作成完了
・情報システム現況調査報告書作成完了
・情報システム経費調査報告書作成完了
・情報システム基盤現状報告書作成完了
・アウトソーシング等現状報告書作成完了
・セキュリティポリシー改正 サクセイカンリョウホウコクショサクセイカンリョウ		・電子市役所推進の基本的な考え方に基づき、現状を把握するため、現況を調査し報告書を作成する。

				１２
第三セクターの見直しによる経費削減						―										※重点取組5に移動								―				※方針策定後に設定 サクテイ		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						26
第三セクターの一層の自立を促し、出資以外の市の支出を削減します		第三セクターは、補助金の削減だけの視点ではなく、間接的に公共サービスを提供する主体である第三セクターの費用対効果を高めることが重要であることから、「経営強化」に向けた取組にしてはどうか。 ケイエイキョウカムトリクミ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ		・中目標1「行政運営の改善に向けた体制整備」へ移行（中目標を廃止する場合は大目標1「効率的で効果的な行政運営の確立」に直結）
・重点取組は「第三セクターに対する市の関与の適正化」に変更
・具体的な取組項目は「市の関与度合いが高い第三セクターについて今後の方向性を明確にした上で、それぞれの方向性に応じて市の関与のあり方を見直します」 チュウモクヒョウギョウセイウンエイカイゼンムタイセイセイビイコウチュウモクヒョウハイシバアイダイモクヒョウコウリツテキコウカテキギョウセイウンエイカクリツチョッケツジュウテントリクミダイサンタイシカンヨテキセイカヘンコウグタイテキトリクミコウモクシカンヨドアタカダイサンコンゴホウコウセイメイカクウエホウコウセイオウシカンヨカタミナオ		平成21年度に予定している、経営検討委員会（仮称）による三セク経営状況等の調査・分析、分析結果を踏まえた三セクごとの今後の方向性の明確化、という一連の三セクの見直し作業を前提としており、その中では市の支出削減という視点だけでなく、事業の見直しや経営の統合などによる三セクの経営改革も想定されるため。 ヘイセイネンドヨテイケイエイケントウイインカイカショウサンケイエイジョウキョウトウチョウサブンセキブンセキケッカフサンコンゴホウコウセイメイカクカイチレンサンミナオサギョウゼンテイナカシシシュツサクゲンシテンジギョウミナオケイエイトウゴウサンケイエイカイカクソウテイ								※重点取組5に移動 ジュウテントリクミイドウ						行革推進課 ギョウカクスイシンカ				・第三セクターの自主的・主体的な経営改善の取組により自立した事業運営が行われている状態
・第三セクターへの補助金が前年度より５％削減された状態		・第三セクターに対する今後の市の関与のあり方を明確にする。
・個々の第三セクターの具体的な経営改善の方策を見い出し、実現できる体制を整備する。
・経営状況の予備的診断を実施し議会に報告する。
・経営状況等の情報をホームページで公開する。 ダイ３タイコンゴシカンヨカタメイカクココダイ３グタイテキケイエイカイゼンホウサクミダジツゲンタイセイセイビ

				１３
職員数の削減による人件費削減						―										８
人件費の削減
職員数の削減による人件費削減 ショクインスウサクゲン				354,000千円		「職員数の削減」と「給与の見直し」は、ともに人件費の削減であるため統合。 ショクインスウサクゲンキュウヨミナオジンケンヒサクゲントウゴウ		―				383,000千円
（5年間では1,634,000千円) センセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						27
勧奨退職の継続及び退職者の補充を可能な限り抑制しながら、事務事業の統合・廃止・休止・効率化・委託、組織機構の簡素化などにより職員数を削減します				人事課 ジンジカ												23
勧奨退職を継続するとともに、退職者の補充を可能な限り抑制しながら、事務事業の統合・廃止・休止・効率化・委託、組織機構の簡素化などにより職員数を削減します		70人削減　在職者数2,139人 ニンサクゲンザイショクシャスウニン				人事課 ジンジカ				勧奨退職を継続し、退職者の動向を踏まえ、適正な職員採用を実施する。		・職員採用の実施
・勧奨退職の継続
・組織機構の見直し

										行革推進課 ギョウカクスイシンカ														指定管理等の委託実施 シテイカンリナドイタクジッシ				行革推進課 ギョウカクスイシンカ				＜職員削減のため委託実施＞
「指定管理者制度に関する基本方針」に基づく統一的な考え方により指定管理者制度が導入・運用される状態 ショクインサクゲンイタクジッシ		21年度に指定管理者制度を導入する施設所管課は基本方針に基づく運用を実施するとともに、必要に応じて運用マニュアルを策定する。 ジッシ

								21年度の実施校数の見直しは必要ないか。 ネンドジッシコウスウミナオヒツヨウ		学校教育課 ガッコウキョウイクカ														・調理業務委託
・派遣
試行結果の検証を踏まえ、問題等がなければ3 ４校実施予定

22年度
3 ４校実施予定 チョウリギョウムイタクハケンシコウケッカケンショウフモンダイナドコウジッシヨテイネンド		・衛生管理を徹底し、安全安心な給食を提供するためには、委託初年度の栄養教諭・学校栄養職員の専任配置が必要である。
・栄養教諭・学校栄養職員の配置・異動は県が行うため、市の意向による異動ができない。
・施設設備の状況と栄養職員の配置等から再検討した結果、4校実施は困難であるため、3校に変更して実施予定。		学校教育課 ガッコウキョウイクカ				＜職員削減のための保育園見直し＞
・労働組合の理解を得て、児童福祉施設最低基準を維持できる配置基準に基づき必要な職員数を配置
・公立保育園の統廃合や民営化に向けた再編計画案を作成 ショクインサクゲンホイクエンミナオ		園児の保護者及び私立保育園に対するアンケート結果、施設の老朽度、園児数の推移、地理的条件等を踏まえた保育園の再編計画案を作成する。

								21年度以降の工程表が設定されていないことから、具体的に設定する。 ネンドイコウコウテイヒョウセッテイグタイテキセッテイ		子育て支援課 コソダシエンカ														保育園の再編計画案を作成

（空欄） クウラン		園児の保護者及び私立保育園に対するアンケート結果、園児数の推移、地域事情等の分析に時間を要しているため、21年度に保育園の再編計画案をまとめるもの。		子育て支援課 コソダシエンカ				＜職員削減のための学校見直し＞
学校給食調理業務を新たに3校で派遣により実施する。 ガッコウミナオアラコウハケンジッシ		・新規校３校（南本町小、国府小、　春日中）において派遣により調理業務を実施
・民間委託校の検証と課題の解決 ハケンチョウリギョウムジッシ

																								事務の削減 ジムサクゲン		予算の伴わない事務を削減した場合の職員数の削減について、計画に搭載し取り組む。 ヨサントモナジムサクゲンバアイショクインスウサクゲンケイカクトウサイトク		行革推進課 ギョウカクスイシンカ

				１４
給与等の見直しによる人件費削減						―										給与等の見直しによる人件費削減						「職員数の削減」と「給与の見直し」は、ともに人件費の削減であるため統合。 ショクインスウサクゲンキュウヨミナオジンケンヒサクゲントウゴウ		―				19,000千円
（5年間では2億2,100万円) センマン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						28
市職員の給与について、地域の経済情勢を反映し、地域の実態に即したレベルとします。		「地域の経済情勢を反映」とあるが、工程表では国の人事院勧告や県の人事委員会の給与勧告を参考に給料表水準を検討することになっている。そうであれば実態に合わせ取組名称の変更等を検討してはどうか。 チイキケイザイジョウセイハンエイコウテイヒョウクニジンジインカンコクケンジンジイインカイキュウヨカンコクサンコウキュウリョウヒョウスイジュンケントウジッタイアトリクミメイショウヘンコウナドケントウ		人事課 ジンジカ												24
市職員の給与について、地域の経済情勢を反映し、地域の実態に即したものとするため新潟県人事委員会の勧告を参考に見直します。 レベルとします。 ニイガタケンジンジイインカイカンコクサンコウミナオ		・人事院勧告及び県の人事委員会の給与勧告を参考に給料表水準の検討
・級別職務・昇給運用の検討
・各種手当の見直し ジンジインカンコクオヨケンジンジイインカイキュウヨカンコクサンコウキュウリョウヒョウスイジュンケントウキュウベツショクムショウキュウウンヨウケントウカクシュテアテミナオ		この取組項目は、これまでの国準拠から、より地域の実情に即するため、新潟県の取扱いを参考に見直すこととし、取組の名称を変更するとともに、給与に関する取組を統合する。 トリクミコウモククニジュンキョチイキジツジョウソクニイガタケントリアツカイサンコウミナオトリクミメイショウヘンコウキュウヨカントクトウゴウ		人事課 ジンジカ				級別職務分類の方向性を整理する。		当市においても早期に人事考課制度の本格導入を図り、併せて級別職務分類及び初任給短縮調整の見直しを行う。

						29
事務事業の廃止・休止、業務執行の効率化などを通じ、時間外勤務手当を削減します				人事課 ジンジカ												事務事業の廃止・休止、業務執行の効率化などを通じ、時間外勤務手当を削減します		（削減する勤務時間　7,100時間）
削減額　17,750千円
 サクゲンガクセンエン		時間外勤務の削減については、前年度実績の5％減を目標に、指針の策定やノー残業ウィーク等に取り組み、平成18年度は9.1％の減、19年度は10.9％の減、20年度も10％減の見込みとなるなど、計画を上回る削減となっている。
21年度は緊急経済対策等の業務の増加に対し、職員数が減少していることから、事業の廃止などの取組を進めることとし、21年度は5％減を掲げないこととする。 ジカンガイキンムサクゲンゼンネンドジッセキゲンモクヒョウシシンサクテイザンギョウナドトクヘイセイネンドゲンネンドゲンネンドゲンミコケイカクウワマワサクゲンネンドキンキュウケイザイタイサクナドギョウムゾウカタイショクインスウゲンショウジギョウハイシトリクミススネンドゲンカカ		人事課 ジンジカ				18,750千円 センエン		ノー残業ウィークの完全実施や時間外勤務の運用及びその指針の周知徹底を図り、個々の職員が積極的に時間外勤務の縮減に向けて取り組むようにする。 ザンギョウカンゼンジッシジカンガイキンムウンヨウオヨシシンシュウチテッテイハカココショクインセッキョクテキジカンガイキンムシュクゲンムトク

						30
特殊勤務手当について、社会情勢や職場環境の変化等を踏まえて抜本的に見直します		21年度以降の工程表は、20年度の検討結果を踏まえて設定するとなっていることから、具体的に設定する。なお、今後の見直しが一切ないようであれば、取組項目から外すことも検討してはどうか。 ネンドイコウコウテイヒョウネンドケントウケッカフセッテイグタイテキセッテイコンゴミナオイッサイトリクミコウモク		人事課 ジンジカ												特殊勤務手当について、社会情勢や職場環境の変化等を踏まえて抜本的に見直します		見直し実施 ミナオジッシ		特殊勤務手当については、見直し対象とした21の手当のうち、12の手当を廃止し、4つの手当について支給要件の見直しを行ったところであり、当初の目標は達成したと考える。
今後は、給与に関する取組として、上記と統合する。 トクシュキンムテアテミナオタイショウテアテテアテハイシテアテシキュウヨウケンミナオオコナトウショモクヒョウタッセイカンガコンゴキュウヨカントリクミジョウキトウゴウ		人事課 ジンジカ				2,192千円 センエン		残る9手当の廃止に向けた協議を引き続き職員組合と行う。

						31
その他の手当について、支給のあり方や金額の算出方法などを見直し、削減します		21年度以降の工程表は、「人事院勧告等を参考に検討」となっていることから、具体的に設定する。なお、今後の見直しが一切ないようであれば、取組項目から外すことも検討してはどうか。 ネンドイコウコウテイヒョウジンジインカンコクナドサンコウケントウグタイテキセッテイ		人事課 ジンジカ												その他の手当について、支給のあり方や金額の算出方法などを見直し、削減します
（上記に統合） ジョウキトウゴウ		人事院勧告及び県の人事委員会の給与勧告等を参考に検討
（上記に統合） ナド		各種手当の支給のあり方や金額の算出方法等については、より地域の実情に即するため、新潟県の取扱いを参考に決めていく方向としたことから、給与の取組として総合するもの。 カクシュテアテシキュウカタキンガクサンシュツホウホウナドチイキジツジョウソクニイガタケントリアツカイサンコウキホウコウキュウヨトクソウゴウ		人事課 ジンジカ				21年度の通勤手当について、国に準じた支給額とする。		通勤手当について、国に準じた距離区分及び支給額にするため、職員組合と協議する。 ジュン

				１５
市場化テストの実施によるコストの縮減						―		取り組みの削除 トクサクジョ		制度自体の有効性について現時点で目覚しい成果が見られずアウトソーシングを目指すのであれば委託等の代替手段があること、また、職員削減との関係を整理していないことから、現時点で、即座に、かつ、積極的に市場化テストに取り組むべき状況にはないと考え、当面は市場化テストを導入しないこととしたことから取り組みから削除する。 トクサクジョ						市場化テストの実施によるコストの縮減						制度自体に目覚しい成果が期待できず、アウトソーシングを目指すのであれば委託等の代替手段があること、また、職員削減との関係を整理していないことから、現時点で、即座に、かつ、積極的に市場化テストに取り組むべき状況にはないと考え、当面は市場化テストを導入しないこととしたことから取組から削除する。 キタイ		―				※対象事業選定後に設定		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						32
市場化テストの実施により、市が落札する業務の効率化、あるいは、民間企業等の落札により、コストを削減します		明確な効果が期待できず、当面は市場化テストの実施を見合わせていることから、取組項目から外す。 メイカクコウカキタイトウメンシジョウカジッシミアトリクミコウモクハズ		行革推進課 ギョウカクスイシンカ												市場化テストの実施により、市が落札する業務の効率化、あるいは、民間企業等の落札により、コストを削減します		方針に基づく対応の実施 ホウシンモトタイオウジッシ				行革推進課 ギョウカクスイシンカ				※方針策定後に設定 ホウシンサクテイ		他自治体での実施状況の調査

																		３
借金残高（通常分の市債）50億円以上の削減 シャッキンザンダカツウジョウブンシサイオクエンイジョウサクゲン						10億円削減 オクエンサクゲン				―

										財政課 ザイセイカ										９
市債発行の抑制 シサイハッコウヨクセイ				毎年度10億円削減　		市債の削減は繰上げ償還によるものではなく、市債の新規発行額を公債費以下に抑えることで進めていることから、それを明確にするもの。 シサイサクゲンクリアショウカンシサイシンキハッコウガクコウサイヒイカオサススメイカク		財政課 ザイセイカ

										財政課 ザイセイカ												25
既存市債の返済額よりも新規借入額を低くします キゾンシサイヘンサイガクシンキカリイレガクヒク		実施　 ジッシ		市債の削減は繰上げ償還によるものではなく、市債の新規発行額を公債費以下に抑えることで進めていることから、それを明確にするもの。		財政課 ザイセイカ

		４
土地開発公社の保有土地の削減								―								４
土地開発公社の保有土地125億円の削減 経営健全化 オクエンケイエイケンゼンカ						25億2,000万円削減 オクマンエンサクゲン		目標を明確にするため、金額を設定する。 モクヒョウメイカクキンガクセッテイ		―				25億2,000万円
（5年間では  125億円)		下記の重点取組及び具体的な取組項目を実施 カキジュウテントリクミオヨトリクミコウモクジッシ

				16
土地開発公社が保有する土地の積極的な買戻しと売却等						―										１０
土地開発公社が保有する土地の積極的な買戻しと売却等				25億2,000万円削減 オクマンエンサクゲン				―				2,520,000千円
（5年間では  12,500,000千円) センセン		下記の具体的な取組項目を実施 カキトリクミコウモクジッシ

						33
土地開発公社が先行取得した用地の買戻しを促進し、公社経営の健全化を目指します		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		用地管財課 ヨウチカンザイカ		―		―								26
土地開発公社が先行取得した用地の買戻しを促進し、公社経営の健全化を目指します		公社からの買戻し
1,000,000千円 コウシャカイモドセンエン				用地管財課 ヨウチカンザイカ				1,000,000千円 センエン		土地開発公社が先行取得した用地の買戻し手続を見直し、補助事業等の事情があるもののほか一定期間内（年度前半）に買戻しを図る。

						34
企業団地や市の利用計画がなくなった土地について、不動産取引に精通している民間企業の協力を得て、官民一体となった販売促進を展開し、保有額の削減を図ります		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		用地管財課 ヨウチカンザイカ		―		―								27
企業団地や市の利用計画がなくなった土地について、不動産取引に精通している民間企業の協力を得て、官民一体となった販売促進を展開し、保有額の削減を図ります		販売実施
1,520,000千円 ハンバイジッシセンエン				用地管財課 ヨウチカンザイカ				1,520,000千円 センエン		引き続き民間への売却を進める。

		地方公営企業の集中改革プランの見直し案 チホウコウエイキギョウシュウチュウカイカクミナオアン

		地方公営企業の集中改革プランの取組内容 チホウコウエイキギョウシュウチュウカイカクトリクミナイヨウ						見直し検討の留意事項		主管課 シュカンカ		変更内容 ヘンコウナイヨウ		変更理由 ヘンコウリユウ				地方公営企業の集中改革プランの取組内容 チホウコウエイキギョウシュウチュウカイカクトリクミナイヨウ										主管課 シュカンカ

		ガス事業 ジギョウ				水道料金統一に伴うガス水道料金システム統一				お客様サービス課 キャクサマカ		―		―				ガス事業 ジギョウ				水道料金統一に伴うガス水道料金システム統一						お客様サービス課 キャクサマカ

						本局で委託済で各営業所で未委託の業務の民間委託				各営業所 カクエイギョウショ		―		―								本局で委託済で各営業所で未委託の業務の民間委託		委託 イタク				各営業所 カクエイギョウショ

						納期限までに納められていない料金残高の縮減
※H16年度末残高93,000千円		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		お客様サービス課　各営業所 キャクサマカカクエイギョウショ		―		―								納期限までに納められていない料金残高の縮減
※H16年度末残高93,000千円		実施
800千円 ジッシセンエン				お客様サービス課　各営業所 キャクサマカカクエイギョウショ

						職員数の削減
※H17.4.1時点：62人 ショクインスウサクゲン		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		総務課 ソウムカ		―		―								職員数の削減
※H17.4.1時点：62人 ショクインスウサクゲン		1人
5,705千円 ヒトセンエン				総務課 ソウムカ

		上水道事業 ジョウスイドウジギョウ				施設の統廃合 シセツトウハイゴウ				総務課　施設管理課 ソウムカシセツカンリカ		―		―				上水道事業 ジョウスイドウジギョウ				施設の統廃合 シセツトウハイゴウ						総務課　施設管理課 ソウムカシセツカンリカ

						水道料金統一に伴うガス水道料金システム統一				お客様サービス課 キャクサマカ		―		―								水道料金統一に伴うガス水道料金システム統一						お客様サービス課 キャクサマカ

						本局で委託済で各営業所で未委託の業務の民間委託				各営業所 カクエイギョウショ		―		―								本局で委託済で各営業所で未委託の業務の民間委託		委託 イタク				各営業所 カクエイギョウショ

						納期限までに納められていない料金残高の縮減
※H16年度末残高83,000千円		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		お客様サービス課　各営業所 キャクサマカカクエイギョウショ		―		―								納期限までに納められていない料金残高の縮減
※H16年度末残高83,000千円		実施
400千円 ジッシセンエン				お客様サービス課　各営業所 キャクサマカカクエイギョウショ

						職員数の削減
※H17.4.1時点：80人		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		総務課 ソウムカ		―		―								職員数の削減
※H17.4.1時点：80人		1人
5,705千円 ヒトセンエン				総務課 ソウムカ

		簡易水道事業 カンイスイドウジギョウ				施設の統廃合 シセツトウハイゴウ				総務課　施設管理課		―		―				簡易水道事業 カンイスイドウジギョウ				施設の統廃合 シセツトウハイゴウ						総務課　施設管理課

						水道料金統一に伴うガス水道料金システム統一				お客様サービス課		―		―								水道料金統一に伴うガス水道料金システム統一						お客様サービス課

						本局で委託済で各営業所で未委託の業務の民間委託				各営業所		―		―								本局で委託済で各営業所で未委託の業務の民間委託		委託 イタク				各営業所

						納期限までに納められていない料金残高の縮減
※H16年度末残高　4,000千円		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		お客様サービス課　各営業所		―		―								納期限までに納められていない料金残高の縮減
※H16年度末残高　4,000千円		実施
150千円 ジッシセンエン				お客様サービス課　各営業所

		下水道事業 ゲスイドウジギョウ				使用料の改定（公共下水道） コウキョウゲスイドウ		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		下水道管理課 ゲスイドウカンリカ		下水道事業
使用料の改定(公共下水道)
　　↓
下水道事業
使用料の増収(公共下水道) ゲスイドウジギョウシヨウリョウカイテイコウキョウゲスイドウジギョウシヨウリョウゾウシュウコウキョウ		使用料改定についての検証を行った結果、今回は据え置くとの結論に達したため、取組項目を使用料の増収に変更する。 シヨウリョウカイテイケンショウオコナケッカコンカイスオケツロンタットリクミコウモクシヨウリョウゾウシュウヘンコウ				下水道事業 ゲスイドウジギョウ				使用料の増収改定（公共下水道） ゾウシュウコウキョウゲスイドウ		見直し検討
178,500千円 ミナオケントウセンエン		使用料改定についての検証を行った結果、21年度は据え置くとの結論に達したため、取組項目を使用料の増収に変更する。 ネンド		下水道管理課 ゲスイドウカンリカ

						使用料の改定（農業集落排水） ノウギョウシュウラクハイスイ		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		農村整備課 ノウソンセイビカ		下水道事業
使用料の改定(農業集落排水)
　　↓
下水道事業
使用料の増収(農業集落排水) ゲスイドウジギョウシヨウリョウカイテイゲスイドウジギョウシヨウリョウゾウシュウ		使用料改定についての検証を行った結果、今回は据え置くとの結論に達したため、取組項目を使用料の増収に変更する。 シヨウリョウカイテイケンショウオコナケッカコンカイスオケツロンタットリクミコウモクシヨウリョウゾウシュウヘンコウ								使用料の増収改定（農業集落排水） ノウギョウシュウラクハイスイ		見直し検討
46,600千円 ミナオケントウセンエン		使用料改定についての検証を行った結果、21年度は据え置くとの結論に達したため、取組項目を使用料の増収に変更する。 ネンド		農村整備課 ノウソンセイビカ

		住宅団地事業 ジュウタクダンチジギョウ				団地の売払い ダンチウリハラ		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		用地管財課 ヨウチカンザイカ		住宅団地の造成及び分譲等により、地域の活性化と定住促進を図っており、現在63団地を分譲していますが、平成21年度に1団地を造成し、22年度の分譲を予定しています。
売払い目標額
　　22年度　　8,831千円→133,632千円 ヘイセイネンドダンチゾウセイネンドブンジョウヨテイウリハラモクヒョウガクネンド		当初、平成18年度に造成を計画していた浦川原顕聖寺(けんしょうじ)団地の2期工事分について農振除外手続きが進まず実施を見合わせていたが、このたび必要な手続きが完了したことから21年度に造成を行い22年度に分譲を行うこととしたため トウショヘイセイネンドゾウセイケイカクウラガワラケンショウジダンチキコウジブンノウオサムジョガイテツヅススジッシミアヒツヨウテツヅカンリョウネンドゾウセイオコナネンドブンジョウオコナ				住宅団地事業 ジュウタクダンチジギョウ				団地の売払い ダンチウリハラ		21年度　 14,394  14,293千円

22年度 133,632　8,831千円 ネンドセンエン		21年度は実績等による変更。
22年度は、18年度に造成を計画していた浦川原顕聖寺(けんしょうじ)団地の2期工事分について農振除外手続が進まず実施を見合わせていたが、この度必要な手続が完了したことから21年度に造成を行い22年度に分譲を行うこととしたため。 ネンドジッセキナドヘンコウネンドネンドゾウセイケイカクウラガワラケンショウジダンチキコウジブンノウオサムジョガイテツヅススジッシミアタビヒツヨウテツヅカンリョウネンドゾウセイオコナネンドブンジョウオコナ		用地管財課 ヨウチカンザイカ				22年度　133,632千円　8,831千円

住宅団地の造成及び分譲等により、地域の活性化と定住促進を図っており、現在36団地を分譲していますが、平成21年度に1団地を造成し、22年度の分譲を予定しています。 ヘイセイネンドダンチゾウセイネンドブンジョウヨテイ

		産業団地事業 サンギョウダンチジギョウ				販売促進 ハンバイソクシン		20年度実績と21年度見込みを考慮し、21年度以降の工程を見直す必要はないか。		産業振興課 サンギョウシンコウカ		―		―				産業団地事業 サンギョウダンチジギョウ				販売促進 ハンバイソクシン		販売促進計画に基づく販売
板倉1.69ha　三和0.75ha ハンバイソクシンケイカクモトハンバイイタクラサンワ				産業振興課 サンギョウシンコウカ

		病院事業 ビョウインジギョウ				指定管理者制度へ移行 シテイカンリシャセイドイコウ				健康づくり推進課 ケンコウスイシンカ		―		―				病院事業 ビョウインジギョウ				指定管理者制度へ移行 シテイカンリシャセイドイコウ		指定管理制度導入 シテイカンリセイドドウニュウ				健康づくり推進課 ケンコウスイシンカ

		電気事業 デンキジギョウ				落雷対策の実施 ラクライタイサクジッシ		現在の取組内容は「落雷対策の実施」であるが、電気事業の観点からすれば「売電額」を目標に追加したほうがよいのではないか ゲンザイトリクミナイヨウラクライタイサクジッシデンキジギョウカンテンバイデンガクモクヒョウツイカ		環境企画課 カンキョウキカクカ		効果欄に売電目標額を設定
平成21年度：19,500千円
平成22年度：19,500千円 コウカランバイデンモクヒョウガクセッテイヘイセイネンドセンエンヘイセイネンド		地方公営企業の運営に資する歳入を確保するため、売電目標額を設定する必要があると判断したため。 チホウコウエイキギョウウンエイシサイニュウカクホバイデンモクヒョウガクセッテイヒツヨウハンダン				電気事業 デンキジギョウ				落雷対策の実施 ラクライタイサクジッシ		・対策の効果に応じて実施を検討
・売電目標額
平成21年度：19,500千円
平成22年度：19,500千円 タイサクコウカオウジッシケントウ		売電目標を設定し。それが達成できるよう、迅速な修繕などの対策を実施することとした。 セッテイタッセイジンソクシュウゼンタイサクジッシ		環境企画課 カンキョウキカクカ

		索道事業 サクドウジギョウ				集客力向上のための施設の活用方法と運営形態の検討		工程表では21年度から指定管理者で行う予定であるが、工程を見直す必要はないか。 コウテイヒョウネンドシテイカンリシャオコナヨテイコウテイミナオヒツヨウ		観光振興課 カンコウ		変更前：金谷山リフトの運営管理を平成２１年度から指定管理者で行う予定である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更後：金谷山リフトの運営管理について平成２１年度以降、指定管理者制度への移行を引き続き検討する。 ヘンコウマエカナヤサンウンエイカンリヘイセイネンドシテイカンリシャオコナヨテイヘンコウゴカナヤサンウンエイカンリヘイセイネンドイコウシテイカンリシャセイドイコウヒツヅケントウ		冬の営業に関しては、積雪状況に大きく左右されるスキー場のため、安定収入が見込みづらく指定管理者制度の課題があり、検討が引き続き必要。夏場のボブスレー運営に関しては、現行体制で運行形態を見直し、平成２１年度予算での大幅経費削減を積算している。 フユエイギョウカンセキセツジョウキョウオオサユウジョウアンテイシュウニュウミコシテイカンリシャセイドカダイケントウヒツヅヒツヨウナツバウンエイカンゲンコウタイセイウンコウケイタイミナオヘイセイネンドヨサンオオハバケイヒサクゲンセキサン				索道事業 サクドウジギョウ				集客力向上のための施設の活用方法と運営形態の検討		新運営形態に向けた体制整備
新運営形態での運営開始 シンウンエイケイタイウンエイカイシ		冬の営業に関しては、積雪状況に大きく左右されるスキー場のため、安定収入が見込みづらく指定管理者制度の課題があり、検討が引き続き必要。		観光振興課 カンコウ
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・現課では、20年度目標を353,469
千円としているが、あくまで推進計画の数字を市民会議では使用する。ただし21年度には見直そう
・21年1月
予算上は353,469ということなので、第3四半期の報告ではこの数字を目標とする

現課では、20年度目標を72,126千円としているが、あくまで推進計画の数字を市民会議では使用する。ただし21年度には見直そう
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